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調査先 自治体名等 兵庫県 赤穂市 
調 査 項 目 ジェネリック医薬品促進通知サービスの取り組みについて 

調 査 目 的 

国民医療費は年々増加傾向にあり、国民健康保険事業においても、

安価で安全なジェネリック医薬品へ切り替えることにより個人負担の軽

減を図るだけでなく、国民医療費の節減にもつながり、結果的に国民健

康保険料の増加を抑えることにも繋がる。赤穂市では、その先進的な取

り組みを行っていることから、その経緯、効果等を調査する。 

報 告 内 容 
実施したこと 

１ 視察先（市町村）の概要 

 人口： ５０，５１２人 （Ｈ25.3.31現在） 行政面積： １２６．８８ ｋ㎡ 

２ 視察内容 

① 国民健康保険事業の概要 

② ジェネリック医薬品促進の取り組みについて 

③ その他の医療費適正化への取り組みについて 

感想（まとめ） 
本市へ生かせること

等 

１ 国民健康保険事業の概要（H２４年度） 

  国保世帯数～７，１５２世帯（約３５．６％）、 

被保険者数～一般被保険者  １１，１０８人（約２２％） 

         退職被保険者等  １，２００人（約２．３％） 

             合計    １２，３０８人（約２４．３％） 

一人あたり医療費 一般被保険者 ３８５，８０１円 

            退職被保険者 ３６７，５０７円 

             全体      ３８４，０１７円 

となっており、一人当たり医療費は年々増加、今日ご喧嘩の市長の中で

常に上位となっていることから、医療費適正化のための対策は重要な

課題。背景には、市民病院（４２０床）等があり、人口１０万対病床数は、

２，３８３．１床となり、兵庫県の約２倍となっていること、精神科病院（２４

７床）があり、長期入院者が比較的多いことなどが挙げらている。 

 

２ ジェネリック医薬品促進の取り組みについて 

 一人当たり医療費が先刻平均を大きく上回っていて、平成２２年度に

高医療費指定市町村に指定されたことから、国民健康保険事業の運営

の安定化に起案する計画を策定、特に「後発医薬品を李朝した場合の

自己負担額 bの軽減の周知等について」の促進策に努めることになっ

た。平成２１年度に、ジェネリック医薬品希望カードを全被保険者に配

布、平成２２年度から「ジェネリック医薬品差額通知を実施している。 

ジェネリック医薬品差額通知の実施方法としては、被保険者のうち、

脂質異常症、高血圧症、糖尿病の薬等を処方されている人で、ジェネリ

ック医薬品に切り替えた場合に薬代の自己負担額の差額が１００円以

上見込まれるものを対象とし、７・１２月に上位５００名、最大１，０００名

分を郵送。（ただし、癌や精神疾患の薬を処方されてい部場合は対象と

せず、通知回数は、同一年度において１回とする。） 



差額通知作成業務については、通知物を受け取った人からの問い合

わせを受け付けるコールセンターを含め、事業者委託により行ってい

る。さらに、事後効果測定データにより、現在のジェネリック医薬品普及

率、削減通知による効果（費用対効果など）や削減額を分析している。 

契約については、見積書を徴収（２社）し、随意契約により行っており

契約金額は、単価契約：１通当たり金額１８５円（税別）、年間最大 １９

４，２５０円（＠１８５円×１．０５×最大１，０００通） 

 結果として、平成２２年５月診療分の数量ベースで２７．７％、金額ベー

スで１１．３％であったものが、平成２５年４月診療分、数量ベース３２．

０％、金額ベース１６．０％となっていた。医療費削減効果としては、平成

２５年７月送付者（４月診療分）のうち、８月診療分では１３７人（２７％）

がジェネリック医薬品に切り替えていて、削減効果額は２３０，８０２円/ 

月であり、年間ベース（試算）では、約２，７７０，０００円の削減効果。 

 また、委託料（１９４千円）は、特別調整交付金の交付対象となってお

り、全額補てんされている。 

 

３ その他の医療費適正化への取り組みについて 

 保健師等による重複・頻回受信者に対する積極的な訪問保健指導の

実施のほか、健康有料日保健世帯表彰では、１年間（５千円）、３年間

（１万円）、５年間（２万円）、１０年間（５万円）健康を保持し、医療費の給

付がなく、保険税の滞納のない被保険者世帯に対し、表彰状を記念品

を贈呈しているということであった。（予算ベース９０万円、平成２４年度

決算約６０万円） 

 


